様式第１号（第６条１項関係）　　

大口町商工会中小事業者エネルギー価格高騰対策支援金交付申請書（請求書）
　　　
　　年　　月　　日
大口町商工会長　様


　大口町商工会中小事業者エネルギー価格高騰対策支援金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。

記
１　申請者
	フリガナ
	

	名称（屋号）
	

	フリガナ(氏名のみ)
	

	代表者(職・氏名)
	(職)
	
	(氏名)
	
	㊞

	所在地(住所)
	〒

連絡先電話番号（　　　　　　　）　



２　大口町内に有する本店又は主たる事業所
	フリガナ
	

	名称（屋号）
	

	フリガナ(氏名のみ)
	

	代表者(職・氏名)
	(職)
	
	(氏名)
	
	㊞

	所在地(住所)
	〒

連絡先電話番号（　　　　　　　）　


※申請者と同じ場合は記入不要です。

３　常用雇用者数
	常用雇用者数
	　
	人


※常用雇用者数は、労働基準法第２０条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」の数を記入してください。

４　資本金
	資本金額
	　
	円


※法人のみ記入してください。

５　振込先口座
	金融機関
コード・名称
	
	
	
	
	
	□銀行　□農協
□金庫　□組合

	支店コード
・名称
	
	
	
	
	
	□本店　□支店
□支所□出張所

	種別
	□普通　□当座
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義
	
	フリガナ
	


※振込先口座は、申請者と同一名義の口座としてください。ゆうちょ銀行の場合は、振込用の店名・預金種別・口座番号（通帳見開き下部に記載の７桁の番号）を記入してください。

※この申請書は、交付決定した後は、支援金の請求書として取り扱います。

（添付書類）
（１）誓約書（様式第２）
（２）申請者名義の通帳の写し（通帳を開いた１・２ページ）
（３）町内に本社又は主たる事務所を有していることがわかる書類の写し
【個人事業主の方】
　　①直前の確定申告書B第一表の写し
　　※税務署の収受印等があるもの、e-Taxの場合は「受信通知」も提出とする。
　　②本人確認書類の写し
　　　・運転免許証　・健康保険証　など
　　③その他本会が必要と認める書類
【法人事業所の方】
①直前の確定申告書別表一の写し
※税務署の収受印等があるもの、e-Taxの場合は「受信通知」も提出とする。
2 直前の確定申告に係る法人事業概況説明書の写し
③その他本会が必要と認める書類
【新規創業者の方】※令和５年８月３１日（木）以前に開業された方が対象
①開業届（控え）　
　　※税務署の収受印等があるもの、e-Taxの場合は「受信通知」も提出とする。
　　②事業活動の実態が証明できる書類
　　例：業務請負契約書、工事契約書、売上伝票、取引相手からの請求書、納品
書など
3 その他本会が必要と認める書類

様式第２号（第６条２項関係）　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
大口町商工会中小事業者エネルギー価格高騰対策支援金誓約書

私（法人・団体）は、大口町商工会中小事業者エネルギー価格高騰対策支援金（以下「支援金」という。）の申請にあたり、以下のことを誓約します。

・大口町商工会中小事業者エネルギー価格高騰対策支援金交付対象者の要件を満たしている者であることを確認しました。

・申請書の内容に虚偽や不正はありません。なお、申請書の内容に虚偽や不正があった場合等、交付要件を満たしていないことが判明した場合は、支援金の申請を取り下げます。また、支援金交付後に発覚した場合は、支援金を返還します。

・過去に一度も「大口町商工会中小事業者エネルギー価格高騰対策支援金」の交付を受けていません。

・支援金の申請に当たって提出する書類の写しはすべて、原本と相違ありません。

・申請内容の証拠書類を保存するとともに、大口町商工会から申請内容に関する検査・報告・証拠書類の提出の求めがあった場合には、これに応じ、協力します。

・交付申請日時点で倒産・廃業していません。今後も事業を継続する意思があります。

・風俗営業等の規制及び業拐の適正化等に関する法律に規定する「性風俗関連
特殊営業」又は当該営業にかかる｢接客業務受託営業」を行う者ではありません。

・代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員等が大口町暴力団排除条例（平成２４年大口町条例第１３号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員に該当せず、密接な関係も有さず、かつ将来にわたっても該当しません。また、上記の暴力団及び暴力団員が経営に事実上参画していません。

大口町商工会長 様　
年　　 月　　 日

所在地（住所）

名称（屋号）

代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　 ㊞
